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研究成果の概要（和文）：ミックス・モード調査法の開発：社会・世論調査の精度を向上させるための新たな手
法として、従来の他記式に代えて自記式をメインとする複合調査法を採用した。また、特定の分析対象に対して
複数の調査法を組み合わせるミックス・モード調査の有効性を明らかにした。ミックス・モード調査法の開発に
関しては、プロバビリティ・サンプルを対象とする3種類の実習調査を同時並行で実施し、多くの知見を得た。
質の高い政策情報の提供に関する調査法に関しては、埼玉県との共同調査研究「人口急減・超高齢社会における
政策研究」本調査を実施した。非常に良好な回収率を獲得し、政策的提案につながる多くの知見を得た。

研究成果の概要（英文）：The role of public opinion surveys is more important in modern society with 
higher anonymousness of the people. However, the response rate of public opinion survey has been 
falling significantly, as life style and residential environment of the people change. Our study, 
instead of interviewer-administrative methods as in traditional face-to-face interviews, we suggest 
effectiveness of self-administrative methods in which there is no intervention by the interviewer. 
The self-administrative surveys as postal mail surveys are respondent-oriented method, since there 
is almost no need for considering circumstances of the survey respondents. In fact, we could achieve
 higher response rate and higher quality of the responses to the questionnaire in such 
self-asministrative surveys.
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１． 研究開始当初の背景 
 政策形成を担保する情報資源として、多様
な調査データが求められる。ところが、調査
実施の環境条件の悪化により、社会調査や世
論調査、さらには国勢調査に至るまで、調査
という調査は現在、回収率の低下に直面して
いる。 
こうした調査データの質的劣化の一方で、
いわゆるビッグデータの解析によって、政策
情報を代替しようという試みが注目されて
いる。 
しかしながら、ビッグデータ解析とは、明
確な方法論のないデータ集積によるトータ
ルな傾向の把握に相当する。これに対して、
再現可能性の高いサンプリング・データにも
とづいて全体を推定することの重要性は、い
ささかも減少していない。綿密な基準により
集積し品質を明示しうる精度の高い調査結
果こそが、客観的な政策形成のための不可欠
な要素にほかならない。 
以上のように、調査環境の悪化に対応しう
る調査手法とデータ・コンバインの方法とを
確立することは、社会的にも学術的にも、喫
緊の課題として要請されている。 
 
２． 研究の目的 
 公共政策の分野においては、質の高い政策
情報の提供（政策根拠の正当性）と、社会的
信頼に裏打ちされた合意形成（決定根拠の正
統性）が重要である。本研究では、前者、す
なわち客観的証拠に基づく政策形成を支援
する調査法の開発に向け、次の 2点を明らか
にする。①特定の分析対象に対して異なる調
査法を組み合わせるミックス･モード調査の
開発とその有効性を明らかにする。②異なる
分析対象に対する調査結果のデータを統合
し、公式統計を補完するコンバイン法の開発
とその有効性を明らかにする。 
 
３． 研究の方法 
 特定の分析対象に対して異なる調査手法 
を組み合わせるミックス･モード調査の開発
とその有効性の検証においては、調査員の介
在しない自記式調査（郵送やインターネット
の併用）をメインにした運用の組み合わせを
実施する。 
 ①ミックス･モード調査法の開発：社会･世
論調査の精度を向上させるための新たな手
法として、従来の他記式に代えて自記式をメ
インとする複合調査法を採用する。また、特
定の分析対象に対して複数の調査法を組み
合わせるミックス･モード調査の有効性を明
らかにする。 
②デュアル･フレーム調査の実践と結果の
応用：もう一つの新たな手法として、複数の
分析対象に対して並行調査を実施し、結果の
データを調整する新たなコンバイン法を開
発し政策情報の客観性の向上を図る。また、
交通政策や治安政策などに関して、公式統計
と暗数調査結果の統合により、質の高い政策

情報を確保する。 
 
４．研究成果 
(1) ミックス・モード調査法の開発に関し
ては、プロバビリティ･サンプル（さいたま
市の有権者＝2,500 名）を対象とする３種類
の実験調査を同時並行で実施した。３種類と
は、①郵送配布－郵送回収、②郵送配布－Ｗ
ｅｂ（ＰＣ）回収、③郵送配布－Ｗｅｂ（ス
マートフォン）回収のミックス・モード調査
である。（「ＰＴ調査におけるＷＥＢ回収回答
手法の特性分析と課題の考察」） 
 
(2) 質の高い政策情報の提供に寄与する調
査法に関しては、埼玉県（企画財政部）と埼
玉大学（社会調査研究センター）との共同政
策研究「人口急減・超高齢社会における政策
研究に必要な調査研究（３年間）」が発足し
たのにともない、本調査の前段階の予備調査
として、2014 年 12 月に、埼玉県鳩山町と同
小川町の住民（各 500 名、計 1,000 名）を対
象とする意識調査を自記式＝郵送法により
実施し、それぞれ、71%、65%という高回収率
を確保することができた。（「埼玉大学・埼玉
県共同研究プロジェクト『人口減少に対応し
た地域づくり』小川町･鳩山町意識調査結果」、
『政策と調査』第８号、2015.3） 
 
(3) ミックス・モード調査法の開発に関して
は、プロバビリティ･サンプルを対象とする
三種類の調査を実施し、その結果の解析と方
法論の提案に関して、学会報告を行った（「パ
ーソン･トリップ調査におけるミックス・モ
ード調査の可能性」、日本行動計量学会、
2016.9.2）。 
 
(4) 質の高い政策情報の提供に関する調査
法に関しては、埼玉県との共同調査研究「人
口急減･超高齢社会における政策研究」にお
ける本調査を実施した。調査は、2015 年 5月
に、埼玉県の７市町（川越市、秩父市、本庄
市、戸田市、幸手市、小川町、鳩山町）の住
民 3,500 人（各 500 人）を対象に、自記式に
より行い、全体平均で 70.5%という非常に 
良好な回収率を獲得した（〔図１〕）。 

図１ 



図４ 人口あたり刑法犯認知件数と居住地域体感治安  

注）居住地域体感治安は、「悪い」1 点～「よい」5 点

で測定。点数が高いほど「よい」という評価である。  

図５ 回答者の講習区分別割合と平均値の調整例 

（都道府県別） 

 同調査の結果については、2015 年 11 月に
プレス･リリースされ、テレビ、新聞各紙で
報道された。なお、同研究成果の発表報告会 
を 2016 年 6月に開催した。 
 
(5) 自記式によるミックス・モード調査法の
開発に関しては、2016 年 7月-9月にかけて、
①さいたま市の市立中学校３校の 1～3 年生
1,400 名、および②さいたま市の市立高校４
校の 1～3 年生 948 名を対象とする政治意識
調査を集合調査法により実施し、同時期に、
③さいたま市の有権者1,000名を対象とする
政治意識調査を、郵送法により実施した。３
本の調査は、同一の調査票（質問票）を採用
しており、自記式調査としての同質性、比較
可能性を検証した（〔表１〕・〔図２〕・〔図３〕）。  

検証結果の一部は、『政策と調査』(第 12
号)に「こどもから大人へ、政治意識と社会
化環境 －中学生・高校生・有権者調査－」
論文として掲載した。同調査の結果について
は、読売新聞や埼玉新聞等でも報道された。 
 
(6) 質の高い政策情報を提供する調査方法
の開発に関しては、「地域の治安に関する住
民意識調査」を全国の４７都道府県警察の運
転免許センター等に免許の更新申請に訪れ
る住民を対象に、自記式の質問紙調査として
実施し、サンプル総数約 50,000 を確保する
ことができた。同調査の方法を、「インター
フェイス型調査」と命名し、調査方法の客観
性と有効性を検証した（〔図４〕・〔図５〕）。 
検証結果は、日本行動計量学会の 44 回研
究大会で報告（「『インターフェイス型調査』
の目的と方法」）すると共に、『政策と調査』
(第 12 号)に、特集論文として掲載した。ま
た、「インターフェイス型調査」の結果につ
いては、毎日新聞、北海道新聞等でも報道さ
れた。 

図２ 「満足」－「不満」、「信頼」－「不信」 差し引き比率 

図３ 

表１ 今の日本の政治を実際に動かしているのは誰だと思いますか。 

国会議員 官僚 首相 国民
一人一人

大企業 マスコミ わからない

中1 21% 2% 18% 38% 1% 2% 16%
中2 22% 4% 24% 21% 3% 5% 19%
中3 23% 6% 15% 26% 3% 6% 18%
高1 23% 9% 14% 25% 1% 8% 14%
高2 24% 8% 15% 18% 3% 12% 15%
高3 20% 8% 18% 13% 5% 10% 18%
18～29歳 12% 23% 5% 14% 12% 9% 18%
30～39歳 17% 48% 5% 6% 6% 4% 7%
40～49歳 14% 51% 6% 8% 6% 2% 10%
50～59歳 14% 42% 15% 3% 3% 3% 9%
60～69歳 13% 54% 16% 4% 4% 1% 7%
70歳以上 20% 35% 15% 15% 1% 2% 8%
中学生 22% 4% 19% 28% 2% 5% 18%
高校生 22% 8% 16% 18% 3% 10% 16%
有権者 15% 43% 11% 8% 5% 3% 9%
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